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意は、ルールが存在しているとし も、その存在と内容が誰にとっても明らかでなければ、法 その機能を十分に果たしえないということです。とくに、生産や取引活動のネットワークが共同体や国境を越えて緊密になっている現代社会では、経済活動に関わるルールを明確にしておく要請が強くなっています。たとえば、開発途上国 投資する主体からみれば、どのようなルールに則って活動を展開す よいのか、何ら
かの問題が生じた場合にどのようなルールによって解決すればよいのか、あらかじめわからなければ投資を躊躇するでしょ 。
これを裏返して開発途上国側からみれば、







ます。①権利能力平等の原則。個々人が契約を結ぶ法的主体として対等であるこ や職業選択の自由。②所有権絶対の原則。所有権を持つ人は自由に権利の対象を利用処分することができ、かつその財産は侵害されず、また投資した果実は所有権者に帰属する。③契約自由の原則 契約を結ぶ相手を自由に選び、その内容を自由に決める。④過失責任主義。自らの経済活動 よって他人に損害が生じても、故意過失がないのであれば、賠償の責任を負わない。これら
開発経済
も っ と や さ し い







の法原則を確立することが課題となります。具体的には、所有権や契約、損害賠償に関するルール （民法） や、 法的な紛争が起こった際に解決する手続きを定めるルール（民事訴訟法や破産 、さらには司法制度）の導入です。また、現代社会では、経済の主体として会社制度が重要であり、さらに株式会社が資金を調達する証券市場や、資金調達の担保に関する仕組みもまた必要となります。そのため、会社法、証券取引法、担保法など 導入も重要な課題となります。
ただし、近代法の原則に固執しすぎると、














状況に照らして、どのような法制度が適切であるのか、容易にコンセンサスは られないということです。それも当然です。法制度は、社会 流れの中で生成かつ変容し、同時に、何らかの方向へ社会 流れを導く開発の過程そのものだ らです。
（さとう 　はじめ／アジア経済研究所開発研究センター）
